
所属

氏名

電話番号

ファックス

E-mail

□：いずれかに必ずチェック
◇：最新の届出内容から変更がある場合にチェック

②　①でチェックした書類に応じて、
記載されている確認書類を用意したら

□にチェックします。
↓

様式番号 新規 般特 追加 更新 確認書類
□ □ □ □

第１号 □ □ □ □
別紙一 □ □ □ □
別紙二（１） □ □ □
別紙二（２） □

別紙四 □ □ □ □

常勤を確認する書類（１人につきどちら
か１点）
□健康保険証（事業所名が記載され
　ているもの）の写（両面）
□直前の住民税特別徴収税額通知書

第２号 □ □ □

第３号 □ □ □

第４号 □ □ □
第６号 □ □ □ □

第７号
(又は第７号の
２）

□ □ □ □
確認書類は、３ページ目以降をご確認く
ださい。

別紙
（又は別紙一）

□ □ □ □
※第７号の２を提出する場合は、
　　別紙一を提出

（別紙二） □ □ □ □
※第７号の２を提出する場合は、
　　別紙二も提出

第７号の３ □ □ □ □

□ □ □ □

健康保険・厚生年金保険の加入を確認
する書類（いずれか１点）
　□領収証書の写し
　□加入証明書の写し
　□納入証明書の写し
　□資格取得確認及び
　　 標準報酬決定通知書の写し
雇用保険の加入を確認する書類（いず
れか１点）
　□労働保険概算・増加概算・確定
　　保険料申告書の控えの写し及び
　　領収済通知書の写し
　□雇用保険被保険者資格取得等
　　通知書 （事業主通知用）

□ □ □ □

□ □ □ □
成年被後見人又は被保佐人に該当する
場合に提出（この場合、上段の登記事項
証明書は不要）

※申請者の他に、この申請書類を作成した者がある場合には、委任状の写し等権限を証する書面を添付すること

↓

連
絡
先

会社名又は氏名

①申請する種類に応じて書類を用意したら
□にチェックします。

工事経歴書

専任技術者一覧表

添付書類
北海道収入証紙ちょう付用紙

営業所の一覧表（更新）
営業所の一覧表（新規許可等）
役員等の一覧表
建設業許可申請所

直前3年の各事業年度における工事施
工金額

代
理
人

（
※

）

許可番号　

（新規・業種追加・更新等）申請書　送付票
・この「送付票」に必要事項を記入してください。
・提出書類及び確認書類に漏れがないよう、確認し、各□にチェックを入れてください。
・この「送付票」は提出書類と併せて郵送してください。

北海道知事許可（般・特ー　　　）　　　　第　　　　　　　　　　号

・審査の過程で、追加の書類を求めることがあります。

誓約書
使用人数

常勤役員等の略歴書

医師の診断書

成年被後見人又は被保佐人に該当しな
いことを証明する登記事項証明書及び
身分証明書

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

届書を提出したことを証する書面

健康保険等の加入状況

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）
証明書
（又は
常勤役員等及び当該常勤役員等を直接
に補佐する者の証明書）



様式番号 新規 般特 追加 更新 確認書類添付書類
第８号 □ □ □

□ □ □
□ □ □

□ □ □

第９号 □ □ □

記載された建設工事を確認する書類
（建設工事ごとにいずれか１種）
□請負契約書
□注文書及び請書
記載された建設工事を確認する書類
（建設工事ごとにいずれか１種）
□請負契約書
□注文書及び請書
記載された職名を確認する書類
（建設工事ごとにいずれか１種）
□発注者への届出書
□工事台帳

第11号 □ □ □ □

第12号 □ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □
成年被後見人又は被保佐人に該当する
場合に提出（この場合、上段の登記事項
証明書は不要）

第13号 □ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □
成年被後見人又は被保佐人に該当する
場合に提出（この場合、上段の登記事項
証明書は不要）

第14号 □ □
□ □

□ □

□
第20号 □ □
第20号の２ □ ◇
第20号の３ □ ◇

□ ◇ ◇ ◇

営業所の確認書類
　□営業所の写真
（余白に営業所の名称・撮影年月日・自
己所有又は賃貸借等の別を記載）

申請者の他に書類の作成をした者があ
る時のみ

□ □ □ □
返送先を記載の上、
簡易書留等の切手代の貼付をお願いし
ます。

□ □ □ □

□（※）

以下６点（個人は２点）すべてを用意
□貸借対照表
□損益計算書
□完成工事原価報告書（法人のみ）
□株主資本等変動計算書（法人のみ）
□注記表（法人のみ）
□附属明細表（法人のみ）

500万円以上の資金を
調達する能力の確認書類（いずれか１
点）
□融資証明書（発行から30日以内）
□預金残高証明書（発行から30日以内）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

許可申請者の住所、生年月日等に関す
る調書

営業所の確認書類

主要取引金融機関名

定款（写）

財務諸表

登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
（商業登記簿謄本）

成年被後見人又は被保佐人に該当しな
いことを証明する登記事項証明書及び
身分証明書

※申請する専任技術者の資格に応じ
て、必要書類を用意してください。

□□

実務経験証明書

第10号

第15～17号の３
（第18～19号）

□

医師の診断書

□

建設業法施行令第３条に規定する使用
人の一覧表

指導監督的実務経験証明書（特定建設
業者（指定建設業の許可を受けようとす
る者を除く））

監理技術者資格者証（写）、登録解体工
事講習修了証（写）

資格（認定）証明書又は免許等
卒業証明書
専任技術者証明書（新規・変更）

副本（２部）
ただし、石狩振興局に送付する場合は１部

建設業法施行令第３条に規定する使用
人の住所、生年月日等に関する調書

成年被後見人又は被保佐人に該当しな
いことを証明する登記事項証明書及び
身分証明書

医師の診断書

株主（出資者）調書

委任状など

（副本が入る大きさ）の返信用封筒

所属建設業者団体
営業の沿革
納税証明書（事業税）



常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（様式第７号）又は
常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書（様式第７号の２）に関する確認書類

常勤役員（経営業務の管理責任者等）の経験に応じて、下記①～⑤いずれかの確認書類を提出又は提示してください。
ただし、④又は⑤を申請する場合、合わせて⑥の書類も必要となります。

①建設業に関して５年以上、経営業務の管理責任者としての経験を有する場合
　※様式第７号に加えて、経験した会社の許可状況に応じて、□の書類を１点以上提出又は提示。
　□常勤性を確認する書類
　　（健康保険証（事業所名が記載されているもの）等）
　□地位及び経験を確認する書類
　　≪許可業者での経験の場合≫
　　（許可通知書、（受付印のある）許可申請書または変更届出書等）
　　≪許可を受けていない業者での経験の場合≫
　　（商業登記簿、確定申告書（個人事業主に限る）等）
　□経験を確認する書類（許可を受けていない業者での経験の場合に限る）
　　（工事契約書または注文書及び請書）

②建設業に関して、５年以上、経営業務の管理責任者に準ずる地位としての経験を有する場合
　※様式第７号に加えて、□に記載した書類をそれぞれ１点以上、証明しようとする年数分提出又は提示
　□常勤性を確認する書類
　　（健康保険証（事業所名が記載されているもの）等）
　□地位を確認する書類
　　（組織図等）
　□権限の委譲を確認する書類
　　（定款、執行役員規程、取締役会規則等）
　□経験の期間を確認する書類
　　（人事発令書、取締役会議事録等）
　□経験を確認する書類
　　（許可通知書、許可申請書、変更届出書、工事契約書または注文書及び請書）（年１件程度）

③建設業に関して６年以上、経営業務の管理責任者に準ずる地位として補佐した経験を有する者
　※様式第７号に加えて、下記□に記載した書類それぞれ１点以上、証明しようとする年数分提出又は提示
　□常勤性を確認する書類
　　（健康保険証（事業所名が記載されているもの）等）
　□地位を確認する書類
　　（組織図等）
　□財務管理、労務管理若しくは業務運営の経験を確認する書類
　　（業務分掌規程、過去の稟議書等）
　□経験の期間を確認する書類
　　（人事発令書等）
　□経験を確認する書類
　　（許可通知書、許可申請書、変更届出書、工事契約書または注文書及び請書）（年１件程度）

④建設業に関して２年以上、役員としての経験を有し、かつ、
　　５年以上役員等又は役員等に次ぐ職制上の地位を有する者
　※様式第７号の２に加えて、□に記載した書類をそれぞれ１点以上、証明しようとする年数分提出又は提示
　　　ただし、役員としての経験はAの書類、役員等に次ぐ職制上の地位としての経験はBの書類を用意願います。
　□常勤性を確認する書類
　　（健康保険証（事業所名が記載されているもの）等）
　□常勤役員等を直接に補佐する者に関する確認書類
　　（⑥に記載した書類）
　 A.建設業に関する役員としての経験（２年以上）
　□地位及び経験を確認する書類
　　≪許可業者での経験の場合≫
　　（許可通知書、（受付印のある）許可申請書または変更届出書等）
　　≪許可を受けていない法人での経験の場合≫
　　（商業登記簿、確定申告書（個人事業主に限る）等）
　□経験を確認する書類　　（許可を受けていない業者での経験の場合に限る）
　　（工事契約書または注文書及び請書）
 B.建設業に関する役員等に次ぐ職制上の地位における経験（Ａの経験と併せて５年分以上）
　□地位を確認する書類
　　（組織図等）
　□財務管理、労務管理若しくは業務運営の経験を確認する書類
　　（業務分掌規程、過去の稟議書等）
　□経験の期間を確認する書類
　　（人事発令書等）
　□経験を確認する書類　　（許可を受けていない業者での経験の場合に限る）
　　（工事契約書又は注文書及び請書）



⑤５年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、２年以上の役員等として経験を有する者
　※様式第７号の２に加えて、□に記載した書類をそれぞれ１点以上、証明しようとする年数分提出又は提示
　　　ただし、建設業以外の役員等としての経験はAの書類、建設業の役員等としての経験はBの書類を用意願います。
　□常勤性を確認する書類
　　（健康保険証（事業所名が記載されているもの）等）
　□常勤役員等を直接に補佐する者に関する確認書類
　　（⑥に記載した書類）
　Ａ.５年以上、役員等としての経験に関する書類（Ｂの経験と併せて５年分以上）
　□地位を確認する書類
　　（商業登記簿、確定申告書（個人事業主に限る）等）
　Ｂ.２年以上、建設業に関する役員等としての経験に関する書類
　□地位及び経験を確認する書類
　　≪許可業者での経験の場合≫
　　（許可通知書、（受付印のある）許可申請書または変更届出書等）
　　≪許可を受けていない法人での経験の場合≫
　　（商業登記簿、確定申告書（個人事業主に限る）等）
　□経験を確認する書類（許可を受けていない業者での経験の場合に限る）
　　（工事契約書又は注文書及び請書）

⑥常勤役員等を直接に補佐する者
（様式第７号の２  （上記④又は⑤の書類を用意）を提出又は提示する場合のみ、下記書類も必要です。）
　※財務管理の業務経験を有する者、労務管理の業務経験を有する者、業務運営の経験を有する者
　　それぞれについて、□に記載した書類それぞれ１点以上提出又は提示が必要です。
　□申請者での経験であることを確認する書類
　　（健康保険証（事業所名、交付年月日が確認できるもの）等）
　□財務管理、労務管理若しくは業務運営に関する経験を確認する書類
　　（過去の稟議書、人事発令書等）
　□地位を確認する書類
　　（組織図等）
※ここに記載したものは代表的なものであり、審査の結果、追加の書類や他の書類の提示を求めることがあります。


